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中野区障害福祉サービス事業者等指導及び監査実施要綱

２０１７年３月２８日

要綱第２０号

（趣旨）

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号。以下「法」という。）及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

の規定に基づき、中野区（以下「区」という。）が障害福祉サービス事業者等に対して行う

指導及び監査について基本的事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

（１） 指導 法第１０条第１項、児童福祉法第５７条の３の２第１項又は同法第４６条第

１項の規定に基づき報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は関係

者に対して質問し、若しくは障害福祉サービス等の事業を行う事業所若しくは施設に立ち

入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査することをいう。

（２） 監査 法第４８条第１項、法第５１条の２７第２項、児童福祉法第２１条の５の２

２第１項、同法第２４条の１５第１項又は同法第２４条の３４の規定に基づき報告若しく

は帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、又は出頭を求め、関係者に対して質問し、若しく

は当該障害福祉サービス事業所等に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の

検査することをいう。

（３） 障害福祉サービス事業者等 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事

業者、同項に規定する指定障害者支援施設、法第５１条の２２第１項に規定する指定相談

支援事業者、中野区基準該当事業所の登録等に関する規則（平成１５年中野区規則第２４

号）第５条に規定する登録事業所、児童福祉法第２１条の５の３第１項に規定する指定障

害児通所支援事業者等、同法第２１条の５の１５第１項に規定する障害児通所支援事業

所、同法第２４条の９第１項に規定する指定障害児入所施設の設置者及び同法第２４条の

２８第１項に規定する障害児相談支援事業所を総称したものをいう。

（４） 障害福祉サービス給付費 法第６条に規定する自立支援給付に係る費用（自立支援

医療費、療養介護医療費、基準該当療養介護医療費、補装具費及び高額福祉サービス等給

付費を除く。）、児童福祉法第２１条の５の２第１項に規定する障害児給付費及び特例障

害児通所給付費、同法第２４条の２第１項に規定する障害児入所給付費並びに同法第２４

条の２５第１項に規定する障害児相談支援給付費及び特例障害児相談支援給付費を総称し

たものをいう。
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（指導方針）

第３条 中野区長（以下「区長」という。）は、障害福祉サービス事業者等に対し、基準

等に関するサービス内容及び自立支援給付に係る費用等の請求に関する事項について周

知徹底させるとともに、改善の必要があると認められる事項について適切な指導を行う

ものとする。

（指導の形態）

第４条 指導の形態は、次のとおりとする。

（１） 集団指導 区長が、指導の対象となる障害福祉サービス事業者等に対し、一定

の場所に集めて講習等を実施する方法により行う。

（２） 実地指導 区長が、指導の対象となる障害福祉サービス事業者等の事業所又は

施設において、別に定める指導基準等に基づき、関係書類の閲覧、関係者との面談そ

の他適当と認める方法により行う。

（指導の実施方針及び実施計画）

第５条 区長は、障害福祉サービス事業者等に対し、人員又は施設に関する設置基準（法、児

童福祉法並びに東京都（以下「都」という。）及び区の条例に規定する設置基準をいう。）に

関する事項及び障害福祉サービス給付費等の支給に係る事項に関する指導を効率的かつ効果

的に実施するため、毎年度、指導の重点項目等を掲げる指導実施方針及び実施時期等を定め

た実施計画を作成するものとする。

（書類の提出）

第６条 区長は、必要があると認めるときは、指導の実施に当たり、障害福祉サービス事

業者等から指導に必要となる書類等の提出を求めることができる。

（選定基準）

第７条 区長は、重点的かつ効率的な指導を行うに当たり、次に掲げる指導の形態に応

じ、当該各号に掲げる基準に該当する障害福祉サービス事業者等を選定する。

（１） 集団指導 障害福祉サービス給付費等の取扱い、自立支援給付に係る費用等の請求

の内容、制度の内容、過去の指導事例等に基づく指導内容等に応じ、集団指導を実施するこ

とが必要と認められること。ただし、新たに事業を開始した指定障害児通所施設について

は、事業の開始の日からおおむね１年以内に集団指導の対象とする。

（２） 実地指導 次に掲げるいずれかの基準に該当すること。

ア 過去の実地指導において、指摘事項の改善が図られていないこと。

イ 過去の指摘事項の改善状況の確認が必要なこと。

ウ 当該事業開始後、実地指導を実施していないこと。
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エ 都の障害福祉サービス事業者等指導実施方針に基づき選定されたこと。

オ その他、実地指導を実施することが適当と認められること。

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、おおむね２年に１回、区長が所轄庁である社会福

祉法人が運営する事業所のうち必要と認める事業所を選定し、実地指導を実施するもの

とする。

（指導の実施通知）

第８条 区長は、集団指導を実施する障害福祉サービス事業者等を選定したときは、当該

障害福祉サービス事業者等に対し、集団指導を実施する日時及び場所、指導内容等を連

絡するものとする。

２ 区長は、実地指導を実施する障害福祉サービス事業者等を選定したときは、当該障害

福祉サービス事業者等に対し、実地指導を実施する日時及び場所、準備すべき書類等を

記載した実地指導実施通知書（第１号様式）を通知するものとする。ただし、区長が必

要と認める場合には、実地指導の開始時に実施指導実施通知書を交付し、実地指導を実

施することができる。

（実地指導の体制）

第９条 実地指導の体制は、原則として２名以上の職員を指導員とする指導班を編成す

る。

（実地指導の結果等）

第１０条 区長は、実地指導の結果、改善を要すると認められる事項があるときは改善事

項通知書（第２号様式）により、改善を要すると認められる事項がないときは実地指導

結果通知書（第３号様式）により、当該障害福祉サービス事業者等に通知するものとす

る。

２ 前項の規定により改善事項通知書による通知を受けた障害福祉サービス事業者等は、

区長に対し、実地指導結果通知を受けた日から起算して３０日以内にその改善の状況等

を記載した改善状況報告書（第４号様式）を提出しなければならない。

（実地指導後の措置）

第１１条 区長は、実地指導の結果のうち、指摘事項及びその改善状況について公表すること

ができる。

２ 区長は、前条第２項の規定による改善が不十分であると認める障害福祉サービス事業

者等に対し、必要に応じて再度実地指導を実施するものとする。

３ 区長は、実地指導の結果、当該障害福祉サービス事業者等が第１４条に定める監査実

施基準に該当するときは、速やかに監査を行うものとする。
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（都知事への報告）

第１２条 区長は、指導を行うときは、東京都知事（以下「都知事」という。）に対し、

必要に応じて事前に指導を実施することについて報告するものとする。この場合におい

て、区長は、当該指導の結果を都知事に報告するものとする。

（監査方針）

第１３条 区長は、障害福祉サービス事業者等が次条に掲げる基準に該当する場合におい

て、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置を行うことを目的として監査を行う

ものとする。

（監査実施基準）

第１４条 区長は、障害福祉サービス事業者等が次に掲げるいずれかの基準に該当すると

きは、当該障害福祉サービス事業者等に対し、監査を行うものとする。

（１） 提供するサービスの内容に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理

由があるとき。

（２） 障害福祉サービス給付費等の請求に不正又は著しい不当があったことを疑うに足り

る理由があるとき。

（３） 基準等に重大な違反があると疑うに足りる理由があるとき。

（４） 度重なる実地指導を実施したにもかかわらず、サービス内容又は障害福祉サービス

給付費等の請求に改善がされないとき。

（５） 正当な理由がなく、実地指導を拒否したとき。

（６） 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認めるとき。

（監査の実施通知）

第１５条 区長は、監査を実施する障害福祉サービス事業者等を決定したときは、当該障

害福祉サービス事業者等に対し、監査の実施日時、場所、監査内容等を記載した通知書

を通知するものとする。ただし、区長が必要と認めるときは、この限りでない。

（事前調査）

第１６条 区長は、前条の規定により通知書を通知した障害福祉サービス事業者等に対

し、必要に応じて事前に次に掲げる調査を実施することができる。

（１） 障害福祉サービス給付費等の請求等による書面調査

（２） 当該障害福祉サービス事業者等のサービスを受けた障害者及び障害児の保護者

に対する聞き取り調査

（３） 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める調査

（監査の実施）
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第１７条 区長は、第１４条に掲げる事項の確認について必要があると認めるときは、監

査を実施するものとする。

２ 区長は、監査を実施するに当たり、当該障害福祉サービス事業者等の設置者又はこれ

に代わる者、管理者その他関係者の出席を求めることができる。

３ 監査の体制は、原則として２名以上の職員を監査員とする監査班を編成する。ただ

し、区長が必要と認めるときは、障害福祉課長を班長とした３名以上の職員を監査員と

する特別班を編成し実施する。

（２０１９要綱５９・一部改正）

（監査後の措置）

第１８条 区長は、監査を実施したときは、その結果を都知事に報告するものとする。た

だし、都及び中野区が合同で監査を実施したときは、この限りでない。

２ 区長は、監査の結果、勧告に至らない軽微な改善を要すると認める事項について、第

１０条に規定する方法に準じた方法により指導する。

（勧告及び命令等）

第１９条 区長は、監査の結果、指定特定相談支援事業者（法第５１条の１７第１項第１号に

規定する指定特定相談支援事業者をいう。以下同じ。）が法第５１条の２８第２項各号に掲

げる場合に該当すると認められるときは、同項に規定する措置をとるべきことを勧告するこ

とができる。

２ 区長は、指定特定相談支援事業者が前項の規定による勧告に従わなかったときは、法第５

１条の２８第３項の規定によりその旨を公表することができる。

３ 区長は、指定特定相談支援事業者が正当な理由なく第１項に規定する措置をとらなかった

ときは、法第５１条の２８第４項の規定により、当該指定特定相談支援事業者に対し、期限

を定めてその勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

４ 区長は、前項に規定する命令をしたときは、法第５１条の２８第５項の規定によりその旨

を公示するものとする。

５ 指定特定相談支援事業者は、第３項に規定する命令を受けたときは、区長に対し、その期

限内に文書により報告しなければならない。

第１９条の２ 区長は、監査の結果、指定障害児通所支援事業者（児童福祉法第２１条の５の

３第１項に規定する指定障害児通所支援事業者をいう。以下同じ。）が同法第２１条の５の２

３第１項各号に掲げる場合に該当すると認められるときは、同項に規定する措置をとるべき

ことを勧告することができる。

２ 区長は、指定障害児通所支援事業者が前項の規定による勧告に従わなかったときは、児童福

祉法第２１条の５の２３第２項の規定によりその旨を公表することができる。
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３ 区長は、指定障害児通所支援事業者が正当な理由なく第１項に規定する措置をとらなかっ

たときは、児童福祉法第２１条の５の２３第３項の規定により当該指定障害児通所支援事業

者に対し期限を定めてその勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

４ 区長は、前項に規定する命令をしたときは、児童福祉法第２１条の５の２３第４項の規定

によりその旨を公示するものとする。

５ 指定障害児通所支援事業者は、第３項に規定する命令を受けたときは、区長に対し、その

期限内に文書により報告しなければならない。

第１９条の３ 区長は、監査の結果、指定障害児入所施設（児童福祉法第２４条の２第１項第

１号に規定する指定障害児入所施設をいう。以下同じ。）の設置者が同法第２４条の１６第１

項各号に掲げる場合に該当すると認められるときは、同項に規定する措置をとるべきことを

勧告することができる。

２ 区長は、指定障害児入所施設の設置者が前項の規定による勧告に従わなかったときは、児

童福祉法第２４条の１６第２項の規定によりその旨を公表することができる。

３ 区長は、指定障害児入所施設の設置者が正当な理由なく第１項に規定する措置をとらなか

ったときは、児童福祉法第２４条の１６第３項の規定により、当該指定障害児入所施設の設

置者に対し、期限を定めてその勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

４ 区長は、前項に規定する命令をしたときは、児童福祉法第２４条の１６第４項の規定

によりその旨を公示するものとする。

５ 指定障害児入所施設の設置者は、第３項に規定する命令を受けたときは、区長に対

し、その期限内に文書により報告しなければならない。

第１９条の４ 区長は、監査の結果、指定障害児相談支援事業者（児童福祉法第２４条の

２６第１項第１号に規定する指定障害児相談支援事業者をいう。以下同じ。）が同法第

２４条の３５第１項各号に掲げる場合に該当すると認められるときは、同項に規定する

措置をとるべきことを勧告することができる。

２ 区長は、指定障害児相談支援事業者が前項の規定による勧告に従わなかったときは、

児童福祉法第２４条の３５第２項の規定によりその旨を公表することができる。

３ 区長は、指定障害児相談支援事業者が正当な理由なく第１項に規定する措置をとらな

かったときは、児童福祉法第２４条の３５第３項の規定により、当該指定障害児相談支

援事業者に対し、期限を定めてその勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができ

る。

４ 区長は、前項に規定する命令をしたときは、児童福祉法第２４条の３５第４項の規定

によりその旨を公示するものとする。
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５ 指定障害児相談支援事業者は、第３項に規定する命令を受けたときは、区長に対し、

その期限内に文書により報告しなければならない。

第２０条 削除

（指定及び登録の取消し等）

第２１条 区長は、指定特定相談支援事業者が法第５１条の２９第２項各号に掲げる場合

に該当するときは、同項の規定に基づき当該指定特定相談支援事業者に係る法第５１条

の１７第１項第１号の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部

の効力を停止するものとする。

２ 区長は、中野区基準該当事業所の登録等に関する規則第５条に規定する登録事業所が

同規則第９条各号に掲げる場合に該当するときは、同条の規定により同規則第３条の規

定による登録を取り消すものとする。

３ 区長は、指定障害児通所支援事業者が児童福祉法第２１条の５の２４各号に掲げる場合に

該当するときは、同項の規定に基づき当該指定障害児通所支援事業者に係る同法第２１条の

５の３第１項の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停

止するものとする。

４ 区長は、指定障害児入所施設の設置者が児童福祉法第２４条の１７各号に掲げる場合に該

当するときは、同項の規定に基づき当該指定障害児入所施設に係る同法第２４条の２第１項

第１号の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止する

ものとする。

５ 区長は、指定障害児相談支援事業者が児童福祉法第２４条の３６各号に掲げる場合に該当

するときは、同項の規定に基づき当該指定障害児相談支援事業者に係る同法第２４条の２６

第１項第１号の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停

止するものとする。

（経済上の措置）

第２２条 区長は、実地指導又は監査の結果、当該サービスの内容又は障害福祉サービス給付

費等の請求に関し不正の行為が認められ、これに係る返還金が生じたときは、法第８条第１

項又は児童福祉法第５７条の２第１項若しくは同条第３項の規定により当該障害福祉サービ

ス事業者等から当該返還金を返還させるものとする。

２ 区長は、実地指導又は監査の結果、当該サービスの内容又は障害福祉サービス給付費等の請

求に関し偽りその他不正の行為が認められ、これに係る返還金が生じたとき及び法、児童福祉

法又は中野区基準該当事業所の登録等に関する規則に基づき命令、指定の取消し等を行った
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ときは、当該障害福祉サービス事業者等に対し、法第８条第２項又は児童福祉法第５７条の２

第２項若しくは同条第５項の規定により、徴収額に１００分の４０を乗じて得た額を徴収す

るものとする。ただし、区長が必要がないと認めるときは、この限りでない。

３ 前２項に規定する徴収金及び加算金の返還期間は、原則５年以内とする。

（連携）

第２３条 区長は、指導及び監査を実施するに当たっては、都及び他の関係部署との連携

を図り、効果的に実施するよう努めるものとする。

（様式の定め）

第２４条 第１号様式から第４号様式までの各様式は、別に定める。

（補則）

第２５条 この要綱に定めるもののほか、障害福祉サービス事業者等の指導及び監査の実

施に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この要綱は、２０１７年４月１日から施行する。

附 則（２０１９年３月２９日要綱第５９号）

この要綱は、２０１９年４月１日から施行する。

この要綱は、２０２２年４月１日から施行する。


